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１ 検討体制 

 （１）宇都宮市地産地消推進会議 

宇都宮市地産地消推進会議規則 

（趣旨） 

第 1 条 この規則は，宇都宮市地産地消の推進に関する条例（平成１８年条例第４３号）第１９

条第２項の規定に基づき，地産地消推進組織の名称並びに組織及び運営について必要な事項を

定めるものとする。 

 （名称） 

第２条 地産地消推進組織の名称は，宇都宮市地産地消推進会議（以下「地産地消推進会議」と

いう。）とする。 

（組織） 

第３条 地産地消推進会議は，委員２０人以内をもって組織する。 

２ 委員は，次の各号に掲げる者のうちから，市長が任命する。 

(1) 市議会議員 

(2) 学識経験を有する者 

(3) 関係団体を代表する者 

(4) 前３号に掲げる者のほか，市長が適当と認める者 

３ 委員の任期は，２年とし，補欠の委員の任期は，前任者の残任期間とする。ただし，再任を

妨げない。 

４ 地産地消推進会議に会長及び副会長１名を置き，委員の互選によって定める。 

５ 会長は，地産地消推進会議を代表し，会務を総理する。 

６ 副会長は，会長を補佐し，会長に事故あるときは，その職務を代理する。 

（会議） 

第４条 地産地消推進会議の会議は，会長が招集し，会長が議長となる。 

２ 地産地消推進会議の会議は，委員の過半数が出席しなければ開くことができない。 

３ 地産地消推進会議の議事は，出席委員の過半数で決し，可否同数のときは，会長の決すると

ころによる。 

（関係人の出席） 

第５条 地産地消推進会議は，必要があると認めるときは，関係者の出席を求め，その説明又は

意見を聴くことができる。 

（庶務） 

第６条 地産地消推進会議の庶務は，経済部農業振興課において処理する。 

（委任） 

第７条 この規定に定めるもののほか，地産地消推進会議の運営について必要な事項は，会長が

地産地消推進会議に諮って定める。 

   附 則 

 この規則は，平成１９年６月１８日から施行する。 
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宇都宮市地産地消推進会議委員名簿 

                                 〔敬称略〕 

 

 

区分 No. 氏名 団体名称等 

第１号委員 

（市議会議員） 

１ 岡本 芳明 宇都宮市議会議員 

２ 五月女 伸夫 宇都宮市議会議員 

第２号委員 

（学識経験者） 

３ 志賀 徹 
宇都宮大学農学部農業環境工学科 

（会長） 

４ 伊沢 宏夫 栃木県河内農業振興事務所 

第３号委員 

（関係団体の代

表） 

５ 佐久間 芳昭 宇都宮農業協同組合（副会長） 

６ 五月女 浩之 宇都宮市園芸振興連絡協議会 

７ 恩田 正一 河宇ファーマーズショップ連絡会 

８ 村田 好江 宇都宮市農村生活研究グループ協議会 

９ 田野邉 大介 東一宇都宮青果株式会社 

１０ 大谷 章 株式会社オータニ 

１１ 山野井 明夫 東武宇都宮百貨店 

１２ 福田 治久 宇都宮青年会議所 

１３ 田村 健一 
県飲食業生活衛生同業組合宇都宮大衆

支部 

１４ 廣瀬 忠男 食生活研究会『四季』 

１５ 金枝 右子 宇都宮市消費者友の会 

１６ 細谷 タミ子 
宇都宮市食生活改善推進団体連絡協議

会 

１７ 本澤 裕子 宇都宮市ＰＴＡ連合会 

１８ 宮川 欢也 宇都宮青果商業協同組合 

第４号委員 

（市長が適当と

認めるもの） 

１９ 鈴木 悦夫 公募委員 

２０ 手塚 敏子 公募委員 
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（２）宇都宮市地産地消推進委員会 

宇都宮市地産地消推進委員会設置要領 

（目的） 

第１条 宇都宮市地産地消の推進に関する条例第 18 条の規定に基づく地産地消推進計画を策定

し，地産地消の推進に関する施策を実施するため，地産地消推進委員会（以下「委員会」とい

う。）を設置する。 

（所掌事務） 

第２条 委員会の所掌事務は，次のとおりとする。 

 (1) 地産地消推進計画の策定に関すること。 

(2) 地産地消推進計画を推進するための施策に関すること。 

（組織） 

第３条 推進委員会は，委員会及びワーキング会議をもって構成する。 

（委員会） 

第４条 委員会は委員長，副委員長と委員をもって組織する。 

２ 委員長には経済部次長を，副委員長には農業振興課長をもって充て，委員には別表第 1 に掲

げる者をもって充てる。 

３ 委員長は，委員会を代表し，会務を総理する。 

４ 副委員長は，委員長を補佐し，委員長に事故あるときは，その職務を代理する。 

５ 委員長は，必要があると認められるときは，委員会に委員でない者の出席を求め，意見を聴

くことができる。 

（ワーキング会議） 

第５条 地産地消推進計画策定に係る基礎資料の収集及び素案の作成，地産地消の推進に関する

ことを所掌させるため，ワーキング会議を置く。 

２ 会長には農業振興課長，副会長には農業振興課長補佐，委員には別表第２に掲げる者をもっ

て充てる。 

３ ワーキング会議は，別表２に掲げる課等に属するもので，当該課長等の推薦を受けたものを

もって組織する。 

４ 会長は，ワーキング会議の事務を総理する。 

５ 副会長は，会長を補佐し，会長に事故あるときは，その職務を代理する。 

６ 会長は，必要があると認められるときは，委員でない者の出席を求め，意見を聴くことがで

きる。 

（庶務） 

第６条 会議の庶務は，農業振興課において行う。 

（補則） 

第７条 この要領に定めるもののほか，会議の運営について必要な事項は，委員長が別に定める。 

附則 

この要領は，平成 19年 5 月 18 日から施行する。 

この要領は，平成 25年 4 月 1日から施行する。 
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別表第１（第４条関係） 

 

 

 

 

別表第２（第５条関係） 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

政策審議室，生活安心課，健康増進課，生活衛生課，産業政策課， 

商工振興課，観光交流課，中央卸売市場，学校健康課 

政策審議室長，生活安心課長，健康増進課長，生活衛生課長，産業政策課長，

商工振興課長，観光交流課長，中央卸売市場次長，学校健康課長 
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２ 本市の地産地消に関する意向調査結果及び分析 

 

（概要）平成 24 年 8 月から 9月にかけて，市内 20歳以上 80 歳未満の男女各 1,000 名，計 2,000

名を抽出し，「農業」，「地産地消」に関する内容について郵送配布，回収により実施した調

査（回収率 52.6％） 

 

１ 農産物を購入する際の基準 

農産物を購入する際の基準としては，「鮮度」が最も高く，次いで「価格」，「国産品」の順に

なる。 

特に，「地場産品」は前回調査の 27.2%から 46.7%と 19.5 ポイント増加している。これは，大

手小売店や直売所で生産者情報を入れた農産物が販売されるようになったことによる影響と考

えられる。 
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（表１ 農産物を購入する際の基準） 
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２ 宇都宮産及び栃木県産農産物の購入状況 

宇都宮産農産物を購入したことがある品目については，「トマト」が最も高く 74.7%，次いで

「タマネギ」が 53.8%，「米」が 49.6%，「アスパラガス」が 46.2%となっている。 

栃木県産農産物では，「トマト」が 71.2%と最も高いのは変わらないが，次いで「米」が 62.4%，

「タマネギ」が 61.2%，「アスパラガス」が 53.9%となっており，「米」と「タマネギ」の順位が

変わっている。 

「米」については，宇都宮産としてではなく，栃木県産として販売されるケースが多いこと

が起因していると考えられる。 

購入したこ
とがある

購入したこ
とはないが
店頭で見か
けたことは
ある

購入したこ
とも店頭で
見かけたこ
ともない

店頭で産地
を意識して
購入してい
ない

無回答

(%)

宇都宮産の米

栃木産（宇都宮以外）の米

宇都宮産のトマト

栃木産（宇都宮以外）のトマ
ト

宇都宮産の玉葱（タマネギ）

栃木産（宇都宮以外）の玉葱
（タマネギ）

宇都宮産のアスパラガス

栃木産（宇都宮以外）のアス
パラガス

ｻﾝﾌ゚ ﾙ数

1,050

1,050

1,050

1,050

1,050

1,050

1,050

1,050

49.6

62.4

74.7

71.2

53.8

61.2

46.2

53.9

19.2

20.7

6.4

8.8

11.1

9.6

14.5

13.1

15.8

2.2

4.2

2.0

10.1

4.8

15.0

6.8

6.6

4.6

6.9

6.9

15.0

13.6

14.7

15.0

8.8

10.2

7.9

11.1

9.9

10.8

9.7

11.1

 

（表２ 宇都宮産及び栃木県産農産物の購入状況） 
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３－① 宇都宮農産物について良いと思う点 

宇都宮産農産物の良い点について，「鮮度」を

上げる人が最も多く 63.0%となっており、次い

で「価格」が 43.6%，「味」が 42.2%となってい

る。 

宇都宮産農産物は品質が良く、価格が安いと

評価とされていると考えられる。 

 

 

 

 

ＴＯＴＡＬ  n=1,050 男性  n=396
女性  n=648
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(%)
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販売単位（個数）

調理例の記載

包装（パッケージ）デザイン
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43.6
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27.6
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14.9

13.7

10.7

5.1

3.0

1.0

52.3

34.8

36.6

26.8

23.2

15.7

14.1

7.3

4.3

2.3

0.3

69.6

49.1

45.5

28.2

26.9

14.5

13.4

12.8

5.7

3.5

1.4  

３－② 宇都宮産農産物で改善した方が良い点 

宇都宮産農産物の改善点については，「生

産・流通過程の情報提供」が 16.6%と最も高く，

次いで「価格」が 15.8%，「品種のブランド化」

が 14.1%が高くなっている。 

「生産・流通過程の情報提供」については，

生産者をラベルへ印字したり，店舗での POP表

示などが対策として考えられる。 
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（表３－① 宇都宮農産物の良い点）      （表３－② 宇都宮農産物の悪い点） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 8 

４－① 家庭で農産物を利用する際の店舗形態 

米・野菜・果物などの農産物を購入する店舗形態として最も利用されているのは，「スー

パー」で 97.0%が利用しており，次いで「農産物直売所」が 42.0%，「百貨店・デパート」

が 16.6%となっている。このことから，「農産物直売所」は主たる購入先ではなく，副次的

な購入先であることがわかる。 

ＴＯＴＡＬ  n=835

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100
(%)

スーパー

農産物直売所

百貨店・デパート

生協などの共同購入

コンビニエンスストア

八百屋・果物屋

ネット購入など宅配購入

その他

私の家庭では農産物は購入し
ない

97.0

42.0

16.6

12.9

12.0

9.8

5.7

2.3

1.0

 

（表４－① 家庭で農産物を利用する際の店舗形態） 

 

４－② 今後充実してほしい店舗形態 

今後充実してほしい店舗形態としては，「スーパー」が 69.0%と最も多く，次いで「農産

物直売所」は 46.7%，「コンビニエンスストア」が 18.0%となっている。 

ＴＯＴＡＬ  n=835

0 10 20 30 40 50 60 70
(%)

スーパー

農産物直売所

コンビニエンスストア

八百屋・果物屋

ネット購入など宅配購入

百貨店・デパート

生協などの共同購入

その他

69.0

46.7

18.0

12.7

8.7

6.6

6.6

1.1

 

（表４－② 今後充実してほしい店舗形態）
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５ 今後，宇都宮市の農政が重視していく施策 

宇都宮市の農政が重視していく施策（「非常に重視していくべき」と「やや重視していくべき」

の合計）については，「安全安心な食物を消費者に届けるための地産地消の推進」が最も多く

86.7%となっており，次いで「農業を持続させるための担い手の確保・育成」が 81.9%，「食物

や食事の大切さを伝えるための食育の推進」が 81.4%，「国や地域で食物を安定的に供給するた

めの自給率の向上」が 81.3%となっている。 

非
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や
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ど
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す
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な
い

全
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視
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る
必

要
は
な
い

分
か
ら
な
い

無
回
答

(%)

安全・安心な食物を消費者に
届ける為の地産地消の推進

農業を持続させる為の担い手
の確保・育成

食物や食事の大切さを伝える
ための食育の推進

国や地域で食物を安定的に供
給する為の自給率の向上

低農薬・有機栽培など、環境
負荷の少ない農業の推進

良好な景観や自然環境を守る
為の田園空間の維持・保存

気候変動による干ばつなどに
強い、品種開発などの推進

安定的需要を確保の為の流通
システム改善・販路の拡充

資材購入・管理や労働の効率
化の為の組織化の推進

農業の負担を軽減する為の機
械化などの農業基盤の整備

農家の所得向上の為の農産物
ブランド化の推進

農林業の果たす役割などを知
る為の体験・学習機会充実

農山村の魅力を維持・伝承す
る為の都市・農村交流推進

ｻﾝﾌ゚ ﾙ数

1,050

1,050

1,050

1,050

1,050

1,050

1,050

1,050

1,050

1,050

1,050

1,050

1,050

67.2

51.9

51.8

50.0

43.4

33.6

32.5

29.7

27.4

25.6

24.9

21.4

20.9

19.5

30.0

29.6

31.3

31.4

32.7

33.0

39.0

31.6

32.2

32.5

36.4

33.0

4.3

7.7

7.6

7.4

11.8

17.2

17.1

13.3

20.8

21.8

25.0

22.9

24.2

1.1

0.4

1.4

1.0

0.9

2.2

1.7

0.7

0.9

1.6

3.4

3.6

3.8

0.4

0.2
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0.0

0.1
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11.0

10.7

6.8

7.9

9.6

4.8

5.4

6.2

6.5

7.5

7.5

7.4

8.1

8.1

7.8

6.8

7.0

7.3

 

（表５ 今後，宇都宮市の農政が重視していく施策） 
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３ 宇都宮市地産地消の推進に関する条例 

○宇都宮市地産地消の推進に関する条例 

平成18年12月11日 

条例第43号 

目次 

前文 

第１章 総則（第１条―第７条） 

第２章 地産地消運動の推進（第８条―第10条） 

第３章 安全で安心な農産物等の供給（第11条―第14条） 

第４章 農業資源を活用した都市住民との交流（第15条） 

第５章 食育の推進等（第16条・第17条） 

第６章 推進体制（第18条―第20条） 

第７章 委任（第21条） 

附則 

宇都宮市は，豊かな自然と気候条件に恵まれ，肥よくで平坦な農地に米を中心に野菜，果

樹，花き，畜産物など多くの農産物を生産し，大消費地東京に近い地理的優位性を生かし首

都圏農業を展開してきた。 

しかしながら，農業従事者の減少，高齢化，兼業化などにより，担い手の不足及び耕作放

棄地などの増加が進み，食料自給率や農村活力の低下などが危ぐされており，農業を取り巻

く環境は大きな転換期を迎えている。 

さらに，「食」の安全性や信頼性を損なう事態の発生などを背景として，市民の「食」に

対する安全性や信頼性への関心が一層高まってきているとともに，「食」とこれを支える「農」

の持つ人間性を豊かにする教育力やスローフード運動に見られるような食文化を大切にする

ことによる健康な身体で豊かな生活を支える力が見直されてきている。 

こうした「食」と「農」をめぐる環境の変化の中で，市民一人ひとりが「食」の大切さや

食生活の重要性を知り，農業が持っている水源のかん養など地球環境において多面的に果た

している役割を認識するとともに，新鮮で安全安心な農産物等の供給，農業資源を活用した

都市住民と農村との交流，食育などが推進されていくことが必要とされている。 

このようなことから，生産者，消費者，事業者及び市が一体となって地産地消を推進し，

宇都宮市の農業を将来にわたって維持し，発展させることにより，健全で豊かな地域社会を

築いていくことを決意し，この条例を制定する。 
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第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は，地産地消を推進するに当たり，その基本理念を定め，市，生産者，消

費者及び事業者の役割を明らかにするとともに，地産地消運動の推進，安全で安心な農産

物等の供給，本市の農業資源を活用した都市住民と農村との交流，食育の推進等の施策に

関する基本的事項を定めることにより，生産者，消費者及び事業者の信頼関係に基づく食

と農を基本とした健康的で豊かな地域社会の形成に資することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において次の各号に掲げる用語の意義は，それぞれ当該各号に定めるとこ

ろによる。 

(1) 地産地消 地域で生産された農産物等を当該地域で消費することをいう。 

(2) 市内農産物等 市内で生産された食用の農林水産物及びこれらを加工した食品をいう。 

(3) 環境保全型農業 農業の持つ自然循環機能を生かした土づくりを基本に，化学肥料及

び化学農薬の使用の低減等による環境と生産性の調和に配慮した農業をいう。 

（基本理念） 

第３条 地産地消の推進は，市，生産者，消費者及び事業者が連携し，本市の農業及び市内

農産物等の情報を共有化することにより信頼関係を構築し，互いの立場を理解し，協力し

ながら行うものとする。 

２ 地産地消の推進は，市内農産物等の生産から販売までの過程において，安全で安心な農

産物等を消費者にいつでも供給することができる仕組みを構築することにより，地域の農

業の振興が図られるよう行うものとする。 

３ 地産地消の推進は，生産者やその後継者が誇り，生きがい，喜び等を持って農業に取り

組めるようにするため，本市の農業の持つ地域資源を活用して，農業又は農村の活性化が

図られるよう行うものとする。 

４ 地産地消の推進は，市民一人ひとりに食の重要性が理解されるとともに，家庭において

は家族で食を楽しむ等健康的で豊かな食生活の維持向上が図られ，地域においては地域の

食文化が継承発展していくよう行うものとする。 

５ 地産地消の推進は，市民の意見及び評価を取り入れながら市が施策として取り組むほか，

市民の間での自発的な取組を促進しながら行うものとする。 

（市の役割） 

第４条 市は，前条の基本理念に基づき，生産者，消費者及び事業者と連携して，地産地消

の推進に関する施策を実施するものとする。 

（生産者の役割） 
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第５条 生産者は，農産物等の安全性に関する法令及び条例を遵守し，生産する農産物等が

市民の健康を支えていることや農産物等の安全性について責任を有することを自覚し，農

産物等の安全性の確保に取り組むものとする。 

２ 生産者は，農産物等に対する消費者の需要を把握し，需要に応じた農産物等の生産に計

画的に取り組むとともに，生産する農産物等の品質等に関する情報を消費者に提供するよ

う努めるものとする。 

３ 生産者は，市が実施する地産地消の推進に関する施策に協力するものとする。 

（消費者の役割） 

第６条 消費者は，農産物の安全性を確保するための生産者の取組を理解するとともに，市

内農産物等を優先的に使用するよう努めるものとする。 

２ 消費者は，家庭及び地域において食育を推進することにより，農産物を含む食の大切さ

を理解し，健康的で豊かな食生活の維持向上に努めるものとする。 

３ 消費者は，啓発活動及び生産者との交流事業に積極的に参加する等市が実施する地産地

消の推進に関する施策に協力するものとする。 

（事業者の役割） 

第７条 事業者は，生産者及び消費者と連携して地産地消の推進に取り組み，市が実施する

地産地消の推進に関する施策に協力するものとする。 

第２章 地産地消運動の推進 

（地産地消の推進に関する啓発活動） 

第８条 市は，地産地消の推進に対する市民の関心及び理解を深めるとともに，地産地消の

推進に関する多様な活動を行う市民の意欲を増進するための啓発活動，市内農産物等に関

わる情報の提供その他必要な施策を実施するものとする。 

２ 市は，地産地消の推進に関する啓発活動及び市内農産物等の使用促進を図るための日を

定めるものとする。 

３ 市は，前項に規定した日を定めたときは，公表し，広く市民に普及させるよう努めるも

のとする。 

（生産者，消費者及び事業者の情報の共有等） 

第９条 市は，生産者，消費者及び事業者が地産地消に関する情報の共有及び相互理解を進

めていくための必要な施策を実施するものとする。 

（市の施設における市内農産物等の優先使用） 

第10条 市は，学校，保育所その他市の施設において給食その他食の提供を行うときは，市

内農産物等を優先的に使用するよう努めるものとする。この場合において，市内農産物等

が使用できないときは，県内産の農産物等を使用するよう努めるものとする。 
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２ 市は，市の施設において，市内農産物等を優先的に使用していくようにするための仕組

みづくりその他必要な施策を実施するものとする。 

第３章 安全で安心な農産物等の供給 

（安全で安心な農産物等の供給） 

第11条 市は，安全で安心な市内農産物等が市内に供給されるよう環境保全型農業の促進そ

の他必要な施策を実施するものとする。 

（多様な需要に即した農産物等の供給等） 

第12条 市は，消費者の多様な需要に即して，市内農産物等が安定的に市内に供給されるよ

うな生産，流通及び販売に関する仕組みづくりの促進その他必要な施策を実施するものと

する。 

２ 市は，安定的に市内農産物が供給されるようにするため，新規就農者，女性農業者等に

対する農業技術の習得及び消費者の需要に即した農産物の生産活動への支援等を通じ，多

様な担い手の育成に努めるものとする。 

（農産物のブランド化） 

第13条 市は，市内農産物等で特に品質が高い等地域の特産品として広く普及宣伝する必要

があると認めるものについて，生産の振興及び流通の促進を図り，付加価値の高い農産物

としての位置付けが得られるよう必要な施策を実施するものとする。 

（生産履歴の記録等） 

第14条 生産者は，生産した農産物の安全性及び品質について適切に説明ができるようにす

るため，生産履歴の記録及び保存その他必要な取組に努めるものとする。 

第４章 農業資源を活用した都市住民との交流 

第15条 市は，農業の振興及び活性化を図るため，農業に関する地域資源を活用することに

より，都市住民と農村との交流体験その他都市住民が本市の農業及び市内農産物等に対す

る理解を深めるために必要な施策を実施するものとする。 

第５章 食育の推進等 

（食育の推進） 

第16条 市は，家庭，学校及び地域における食育を推進することにより，市民が農業の果た

している役割並びに農産物の国内自給及び市内自給の重要性を認識するとともに，市内農

産物等に対する愛着及び生産者との相互理解を深めていけるようにするものとする。 

２ 市は，前項に規定する食育を推進するため，体験農園の実施その他必要な施策を実施す

るものとする。 

（食生活の向上と食文化の継承） 

第17条 市は，家庭，学校及び地域における健康的で豊かな食生活の維持向上と地域の食文
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化の継承を推進するため，市内農産物等を活用した郷土料理等の継承及び創作の促進その

他必要な施策を実施するものとする。 

第６章 推進体制 

（地産地消推進計画） 

第18条 市長は，地産地消に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るための計画（以下

「地産地消推進計画」という。）を策定するものとする。 

（地産地消推進組織） 

第19条 市は，地産地消の推進のための施策を円滑に実施し，もってこの条例の基本理念の

実現に資するための組織（以下「地産地消推進組織」という。）を設置する。 

２ 地産地消推進組織の名称並びに組織及び運営に必要な事項は，別に定める。 

（施策等に対する意見の聴取） 

第20条 市長は，地産地消推進計画の策定その他の地産地消の推進に関する重要事項を決定

するに当たっては，市民の意見を反映することができるよう必要な措置を講ずるとともに，

地産地消推進組織に意見を聴くものとする。 

２ 市長は，地産地消の推進に関する施策の実施状況について，地産地消推進組織に報告し，

その意見を施策に反映するよう努めなければならない。 

第７章 委任 

第21条 この条例の施行について必要な事項は，市長が定める。 

附 則 

この条例は，平成19年１月１日から施行する。 

 


